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Software industry is changing its stance to choose location of new offices. Easiness of 

recruiting talents for software technology in the local area has promoted  decentra-

lization of software industry in this decade. On the other hand, there are rich busi-

ness oppotunities to get profitable project of software development in Tokyo Metor-

opolitan  area Software  enterprises have to decide locations of new offices  consider-
ing these contradictory factors. In this paper emphasis is put on the analysis of loca-

tion of software industry on the basis of mass-survey.

はじめに

産業立地に関する議論 は,戦 後の重工業化過程での工場立地の問題に端 を発 し,そ の後過疎過

密問題や公害対策 との関連をめぐる問題を経て,1980年 代以降は情報化に関連 した問題に焦点が

あてられてきた。情報化が産業立地 に及ぼす影響は多様であるが,コ ンピュータと通信 ネット

ワークの急速な発達 によって,仕 事をする場所の制約が小さくなるのではないか,と いう仮説に

基づ き,2つ の流れの研究がなされて きた1-4)。

ひとつ は,A.ト フラーの 「電子山小屋」 に代表 される考えで,コ ンピュー タと通信 ネット

ワークの急速な発達,加 えて交通網(特 に空路)の 発達があり,仕 事をする場所の制約が少な く

なるため,事 業所や個人事業主は,地 価や賃貸料が安 く自然環境の良い地方に移動するようにな

るという考え方である。 日本においては,住 宅事情等か ら在宅勤務は無理 とされ,住 居の近 くの

共用事業所(サ テライ ト・オフィス)に 勤務する形態が現実的と考える人 も多い。特に,ソ フ ト

ウェア産業の場合,生 産物が無形の情報であるため,他 産業に較べて立地点の制約は少ないこと

が予想され,勤 務する人の居住環境 を中心に立地点を選べ るのではないか,と いう期待がある。

これに対 して,情 報化は東京一極集中を加速するという考え方 もある。コンピュータと通信

ネ ットワークの急速な発達は,こ れまで地方毎に行っていた企業の資金や情報の管理を一ヶ所に

集中 して行 うこと可能とした。また,日 本企業の多 くは,同 業他社 と単 に競争するだけでなく,

微妙な協調 を行ってお り,ト ップ同士のインフォーマルな情報交換が不可欠である。さらに,官
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民の相互依存関係 も強い。このことから,情 報化によって企業(特 に本社機能)の 東京一極集中

が一層加速 される。こうした本社機能の東京集中は,さ らに関連企業や事業所サービス産業の東

京集中を呼びおこすことになる。本社機能に誘引 される理由は,本 社機能がもつ意思決定権限に

起因すると考えられるが,そ れに関連するものとしてコンピュータや通信ネットワークでは得 ら

れない非定型情報の入手容易性 という要因があげられる。

本論文では,こ のような研究の流れを受 けて,情 報産業の中核であるソフ トウェア産業に絞っ

て,そ の立地動向と背景にある要因の分析 を行うと共に,地 方都市 においてソフ トウェア産業が

発展する可能性 を検討する。

1.ソ フ トウェア産業の立地条件と動向

ソフ トウェア産業の立地に対する関心は,1980年 代に入ってからの第2次 情報化ブームの中で

テクノポリス構想やテレトピア構想といった地域振興策が国か ら次々と出される中で高まった。

2度 のオイルショックにも拘 らず高い成長を続けるソフ トウェア産業は,生 産物が無形の情報で

あることから消費地である大都市から遠 く離れた地方で も十分成功するはず,と 考えられたので

ある。 メーカー系の ソフ トウェア企業が地方展開を積極的に行ったことも,希 望をもたせる背景

になった。

実際,(社)平 和経済計画会議 の報告書5)が明らかにしたように,ソ フ トウェア産業の急成長

に着 目したUタ ーン起業家による企業の設立やメーカー系地方子会社の設立によって,ソ フ ト

ウェア産業の 「東京集中傾向に変化がみられ,地 方分散化の動 きが強 まりつつ」あったのであ

る5-7)。 その背景には,ソ フ トウェア ・クライシスと呼ばれる現象と地方における豊富な人的資

源の存在 という2つ の要因があった。

このようなソフトウェア産業の地方展開とほぼ同じ文脈で大 きな社会的関心 を呼んだのは,研

究所の(地 方)立 地であった。 日本企業の成長 と共に,研 究開発の重要性が認識され,こ れまで

本社あ るいは工場に付置されていた研究所が独立 した り,新 設 されるようになったからである。

研究開発活動のアウトプットもソフ トウェア産業 と同じく情報 という無形のものであり,地 方立

地の可能性 は十分あるが,実 際の立地は,地 方立地が ますます少な くなってきているだけでなく,

それまでの三大都市圏集中から首都圏一点集中にシフ トして きてきるのが実態であった8)。

その背景 には,学 術誌や公表 されるレポー トにのらない技術情報=「 非定型的な差別的情報」

の入手が研究活動 にとって最 も重要になってきた,と いう事情がある8-9)。 このような情報は対

面接触でなければ得 られないために,首 都圏への立地が加速された,と いうのである。 しか し,

研究所立地の場合は,同 じ首都圏集中でも本社立地(都 心3区 への集中)と かな り異な り,地 理

的にはある程度拡散 していお り,東 京都 と神奈川県を中心に茨城県(筑 波),千 葉県,埼 玉県に

分散立地 されている10-11)。対面接触が容易 に行えるように,東 京都心部 まで片道1～2時 間程

度の所に立地されるケースが多 くなっているのである。

(1)ソ フ トウ ェ ア産 業 の 立 地 条 件

ソ フ トウ ェ ア産 業 は,ユ ーザ ー の 要 求 条 件 に 合 う ソ フ トウ ェ ア(プ ロ グ ラ ム)を 開 発 し,販 売

す る こ とを業 と して お り,製 造 業 な ど の よ うな 物 的 制 約 条件 に拘 束 され る こ とは な い が,逆 に情

報 あ る い は コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンに よ る立 地 制 約 が 強 い産 業 とい え よ う。 特 に,i)ユ ーザ ー の 要

求 条 件 をい か に正 確 に,具 体 的 に把 握 し,ソ フ トウ ェ ア に組 み 込 む か,ii)ソ フ トウ ェ ア 開 発 の
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生産性 と信頼性をいかに向上 させ るか,iii)一 定期間内に開発を完了させるにはどうすればよい

か,iv)顧 客の確保,の4点 が重要である。 これらの4点 を立地条件に読み変えると,以 下の6
つにまとめられよう。

①顧客 との距離

ソフ トウェア産業の立地 を規定する第1の 要因は,全 てのサービス業に共通なものであるが,

顧客 との距離である。ソフ トウェア産業の売上げの大半を占める受託 ソフ ト開発を考えると,顧
客は企業であ り,一 定規模以上の ソフ ト開発については,本 社が窓口にな り12),情 報 システム

部,EDP室 といった名称 の部門が発注 と管理 を行 うのが一般的である。 したがって,本 社の担
当部門に対する営業活動,受 託後のソフ ト開発の各段階における調整,そ の後の運用 ・メンテ作

業等のために訪問や連絡が必要である。それぞれの活動のためにどの程度の頻度で相手先を訪問

する必要があるかによって,顧 客企業か ら離れ得る距離が決まる。

ソフ ト開発部門が発注企業の担当部門 と地理的にどの程度離れ られるか,は 受託するソフ ト開

発の工程によってかなり異なる。要求定義か ら基本設計 までの上流工程の場合,担 当部門 との調

整頻度が多 く,場 合によっては連 日,少 なくとも週1回 は必要であり,加 えて急拠打合せ を行 う
ことも少なくない。詳細設計 ,プ ログラム設計,コ ーディングといった下流工程に入ると,調 整

の必要性 は減少 し,月 に1～2回 の訪問と必要 に応 じてFAXと 電話による調整でやって行ける。
また,開 発マシーンとオンラインで結ぶことによって訪問頻度 を減らすことも可能である。テス

杢段 階,特 に運 用 テ ス トに な る と,現 場 に は りつ け に な る こ とが 多 い 。 した が って,結 合 テ ス ト

や運用テス トを除 く下流工程 を中心に受託する企業 ,あ るいはそれらの下流工程 を分担する事業

所の場合は,発 注先の担当部門と地理的に離れて も業務 に支障をきたすことは少ないが,上 流工

程や結合,運 用テス トを受託 した所 は,頻 繁な行 き来が可能な範囲に立地することが要求される。
また,ノ ウハウや技術力の レベルも調整頻度を左右する要因のひとつである。受託サイ ドと発

注サイ ドの レベルが共に高ければ,調 整頻度はかなり少な くてすむが ,受 託サイ ドか発注サイ ド

のいずれか,あ るいは両方の レベルが低 ければ,ム ダな打合せも増えることになる。受託サイ ド

のレベルが非常に高 く,ほ とんどまかせ られる状態にあれば,地 理的にはかな り離れていて も
やっていけることになる。

必要な訪問頻度 によって適切な立地形態も違 って くるが,一 般的には,次 のような形態が考え

られる。

i)顧 客企業の近 くに立地

ii)顧 客企業の事業所の中に部屋を借 りる(一 種の派遣のような形)

iii)要 求定義 と設計段階のみ顧客事業所の中に部屋 を借 り,あ とは出張ベースで調整

iv)一 貫 して出張ベースで調整

出張ベースでの訪問を考えると,時 間短縮 と出張コス トが問題 となる。ジェット空路がある地

方都市であれば,大 都市の顧客のところまで片道3～4時 間ですむが,出 張コス トがかさむとい

う問題があ り,新 幹線沿線の方が この点は有利 となる。

これに対 してパ ッケージ ・ソフ ト(ソ フ トウェア ・プロダク ト)の 開発 ・販売の場合は,事 情
がやや異なる。特定企業向けのソフ ト開発ではないので,開 発途中での顧客 との調整はな く,ど

の ようなもの を開発するか を決 める時,あ るいは購入企業(一 般用の ソフ トの場合は,コ ン

ピュータ ・メーカーがこれに当たる)の 情報システムに合わせるために調整する時だけ訪問すれ

ばよい。 したが って,ソ フ ト開発部門の人々が顧客企業を訪問することは少な くて済む。勿論,
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営業部門はこの限りではない。
一方

,情 報処理サービスの場合 は,デ ータの入力 と処理結果の伝送さえで きればよく,オ ンラ

イン処理が十分可能である。 このため立地制約は,デ ータ通信料金 と事業所コス ト等とのバラン

スか ら決 まることになる。バ ッチ処理の場合は,デ ータ(テ ープ,デ ィスク等)の 運搬所要時間

が問題 となる。情報処理サービスを手掛けている企業の多 くは,バ ッチ処理 とオンライン処理の

両方のサ ービスを行っているので,デ ータ通信料金の制約 という点で顧客企業 との地理的距離が

問題 となる。

営業活動 という観点からみて も(潜 在)顧 客,あ るいは問屋(的 機能を果たすコンピュータ ・

メーカ)と の距離が重要 となる。対面接触を頻繁に行うことによって,顧 客の抱えている問題を

理解 し,ソ フ トウェアによる解決策 を提示 し,そ れに対する顧客の反応 をみることが容易になる

からである。

②関連企業との距離

ソフ トウェア企業の立地を規定する第2の 要因は,関 連企業 との距離である。最近のソフ ト開

発の動向 として大規模化 と開発期間の短縮があるが,こ れに対するために1社 のみによる開発で

はな く,数 社,場 合によっては10社 以上による共同開発一一種のジ ョイン ト・ベンチャー体制一

が不可避 となる。このため,元 請けあるいは1次 下請けのソフ トウェア企業にとって優秀な人材

を提供 して くれる協力企業が是非とも必要である。一般的に大都市圏では,こ のような協力企業

を確保することができるが,地 方都市ではむずか しいと言われている。たとえば,Fメ ーカは沼

津にソフ トウェア部門を移転 したが,質 の高い協力企業の確保に苦労 しているという。

また,シ ステム ・インテグレーションその他ハー ドに絡むソフト開発を行っている企業の場合

は,製 品 もしくは部品を提供 して くれる専 門メーカーや販売店が近 くにあることが望 ましい。

③人材確保の容易性

第3の 要因は,最 近 もっとも重視 されている人材確保である。労働集約型産業であ り,労 働生

産性格差(個 人による能力差)が 大 きいソフ トウェア産業 にとって,優 秀な人材をどれだけ集め

られるか,が 企業の盛衰 を大 きく左右す る。ソフ ト開発労働について3K的 イメージが今だに

残 っていることに加えて,全 般的に人手不足が深刻な状況下において,優 秀な人材を集めること

は大変難 しい。 しかし,人 材確保の可能性は,地 域により大 きく異なる。大都市,特 に東京への

人口集中の主要な原因は,魅 力的な職場の大都市への集中であるが,大 都市に移住 した地方出身

者の多 くは,大 都市での住居環境の悪化,通 勤時間の長さ,親 からの要請(親 が子 どもに戻って

くることをすすめる)な どによりUタ ーンない しはJタ ーンを希望す るようになる・ したが っ

て,人 材確保については,地 方都市の方がかなり容易な状況になっている。

大都市のソフ トウェア企業に勤務 しているSEのU,Jタ ーン希望に対処するための地方展開

も人材確保 を目指 したものである。優秀なSEがU,Jタ ーンのために退職するのを防止するこ

とを主要な狙い とし,あ わせて地元の人材確保,仕 事の確保を狙った地方展開も珍 しくはない。

④事業所の立地関連コス ト

第4の 要因は,当 然のことであるが,立 地等 に要するコス トである。ソフ トウェア産業の場合,

事業所の用地取得費や賃借料,コ ンピュータの リース料が中心 となるが,工 場のように広い敷地

や大規模な施設は要 らないので,比 較的低 コス トですむ。少ない資本金でやっていけるのはこの

ためである。その他のコス トとして,人 材確保のための寮や保養所等のコス トがあり,か なりの

額に達することもある。
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⑤創業者のゆか りの地

第5の 要因は,全 く属人的な要因であるが,特 に地方の独立系 ソフ トウェア企業に多 くみられ

る創業者の出身地 もしくはゆかりの地という場合である。企業家精神に富む地方出身のスピンア

ウ ト組が1980年 前後のオフコン・ブームに乗 って,地 元でソフ トウェア企業 を起 こした事例は非

常 に多い13)。1,000人 を越える従業員を抱えるまで成長 した松本のエム ・ケー ・シーはその一例

である。

⑥地元 自治体の誘致活動

第6の 要因は,地 元自治体の誘致活動である。メーカー系の地方子会社の場合,人 材確保を第
1の 要因とすることが多いが,人 材確保面では差のない複数の候補地がでて くれば,地 元 自治体
の誘致活動によって決めるケースもある,と 言われる。立地のための土地の手当てや人材情報提

供などの便宜が多少 とも得 られるからである。

⑦その他

その他の立地要因 として,ユ ーザーや資本系列からのお声掛か りがある。製造業等のユーザー

が進出先の工場のソフ ト開発やメンテ等のために,協 力を要請することがかな りあるからである。

以上述べ た要因以外に,従 業員の通勤の便,子 弟の教育環境,住 宅コス ト,自 然環境などがあ

る。

(2)1970年 代 以 降 の 立 地 動 向

日本 に お い て ソ フ トウ ェ ア産 業 が 誕 生 した の は1960年 代 に 入 って か らで あ り
,ア メ リカ よ り約

10年 遅 れ て ス タ ー ト し た,と 言 わ れ る14)。1965年 以 降 ,全 国 各 地 で 受 託 計 算 サ ー ビ ス を行 う
"電 算 セ ン ター"と い う名 称 の 企 業 や 第3セ ク ター が 次 々 と設 立 され た

。 しか し,受 託 ソ フ ト開

発 を 本 業 とす る ソ フ トウ ェ ア 産 業 の設 立 が 本 格 化 した の は,1970年 代 に入 って か らで あ っ た 。 コ

ン ピ ュ ー タ産 業 界 の 巨 人,IBMが ソ フ トウ ェ ア価 格 の ハ ー ドか らの 分 離(ア ンバ ン ドリ ン グ)

を実 施 した1970年 以 降,ア メ リ カ の ソ フ トウ ェ ア 産 業 が 急 成 長 した こ とが ,日 本 に も波 及 した か

らで あ る 。 業 界 団 体 の(社)ソ フ トウ ェ ア産 業 振 興 協 会 が 誕 生 した の も1970年 で あ った 。

今 回 の 調 査 で も,1960年 代 に設 立 され た企 業 が11%,70年 代 が30%,80年 代 が59%と な っ て お

り,1970年 代 が ソ フ トウ ェ ア 産 業 の 黎 明期 と言 え よ う。

しか し,設 立 間 も な い ソ フ トウ ェ ア 企 業 の 主 要 業 務 は,要 員 派 遣 とい う所 が 多 く,ま た コ ン

ピ ュ ー タ ・メ ー カ との 関 係(下 請 け的 性 格)が 強 い とい う特 徴 が あ った
。 ま た,ユ ー ザ の 多 くは

大 企 業 と官 庁 で あ った 。 こ の た め,立 地 点 は,本 社 が 集 中 して い る 東 京 が 圧 倒 的 に 多 く
,1970年

代 に設 立 され た企 業 の 約6割 が 東 京 都 内 に本 社 を立 地 して い る(図1)。

1980年 代 に入 る と,富 士 通,日 本 電 気,日 立 の3社 を中 心 に ソ フ トウ ェ ア子 会 社 の 地 方 展 開 が

始 ま っ た。 各 都 道 府 県 に最 低1ヶ 所 の ソ フ トウ ェ ア 会社 を設 立 す る 方 針 を打 ち 出 した富 士 通 は ,

1983年3月 まで に15の ソ フ トウ ェ ア 子 会 社 を 設 置 し,現 在 で は,約80ま で 拡 張 して い る 。 ま た,

日本 電 気 も ソ フ トウ ェ ア専 門 の分 身 会 社 を,1983年3月 まで に14社 ,現 在 で は33社 を設 置 して い

る・ 日立 は 地 方 展 開 とい う よ りは,関 東 を 中心 に,分 野 別 の ソ フ トウ ェ ア 子 会 社 を1983年3月 ま

で に16社 を設 立 して い る。 一 方,日 本IBMは,時 期 的 に は や や 遅 れ たが ,現 在,地 場 資 本 と の

合 弁 等 に よ り全 国 約50ヶ 所 に ソ フ トウ ェ ア子 会社 を設 立 して い る。
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〕15)

=804)

創立年

図1東 京都内への本社立地の創立年による違い

このようにメーカーが,ほ とんどそろって地方子会社 を設立 した背景には,以 下のような事情

がある。

i)ソ フ トウェア ・クライシスと呼ばれるソフ トに対する需要の激増 とそれに伴うソフ トの商

品価値の上昇

ii)本 社採用にすると,社 内における部門間バ ランス等のためソフ ト部門の従業員だけを突出

して大量採用で きない

iii)地 方立地 によりuタ ーン希望者等,優 秀な人材を大量に採用で きる

iv)本 社内のソフ ト技術者のポス ト確保

1980年 代後半に入ると,東 京等の大都市に本社 をもつ独立系のソフ トウェア企業が地方展開を

開始 し,メ ーカー系の地方子会社は,さ らにその支店を拡充す る形で地方への一層の定着 をは

かっている。
一方

,地 方都市に立地 した独立系 ソフ トウェア企業には,以 下の4つ のタイプがみ られる16)。

i)計 算センターからの発展 タイプ:1960年 代 にかけて地元中核企業および地方公共団体の受

託計算サービスを行うために設立され,そ の後,受 託ソフ ト開発 に進出 したタイプ。

ii)オ フコンからの発展 タイプ:1980年 前後にオフコン導入が,地 方の中堅企業まで拡がった

際に,ソ フ ト開発及びハー ド販売のために設立 され,そ の後 オフコン市場の悪化か ら汎用

機 ソフ ト開発等に転進 したタイプ。

iii)デ ータ入力,要 員派遣からの発展 タイプ:デ ータ入力 を主業務 として設立され,そ の後要

員派遣 に転進 し,さ らにOJTで レベルアップ した技術力を武器に受託 ソフ ト開発業務 に

進出 したタイプ。

iv)要 員派遣 タイプ:要 員派遣か らの飛躍ができず,こ の領域に留まっているタイプ

このような地方ソフ トウェア企業の創設者は,ほ とんど一様 に地元出身者であ り,首 都圏の大

企業 ・情報処理部門からのスピンアウト組や地元産業の情報処理部門からのスピンアウ ト組が多

い17)。計算センターか らの発展 タイプの場合は,出 資企業や行政か らの天下 りで トップが くる

ことも少な くない。

今回の調査結果(表1)か ら本社立地理由をみると,全 体的には,「 交通の便が よかったから」

(30%)と 「取引先や関連企業に近かったから」(22%)が 多いが,地 方の独立系企業の場合は,

約半数が 「創業者の出身地 ・ゆか りの地だったか ら」 をあげてお り,創 業者の地元への思い入れ

が歴然 としている17)。大都市圏立地の独立系の場合 は,「交通の便がよかったから」 という理由
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が4割 以 上 と圧 倒 的 に大 きな要 因 に な っ て い る。

ユ ー ザ 系,メ ー カ ー 系,独 立 系 の子 会 社 の 場 合 は,当 然 ,「 親 会 社 に近 か った か ら」 が 理 由 の

ト ップ を占 め る。

表1本 社の立地選定理由(SA)
(単位%)

1.創業者の出身地,

ゆか りの地

2.親 会社 に近か っ

た
3.交通の便がよかった

4.取引先や関連企

業に近かった
5.そ の 他 合 計(n)

全 体 13.9 21.6 29.6 21.6 13.3

1

100.0(804)

資

本

系

列

メー カ 系

ユ ー ザ 系

独 立 系

独立系 の子 会社

5.9

4.6

17.1

10.1

35.3

53.8

2.0

43.4

17.6

12.3

36.2

13.1

23.5

12.3

24.3

13.1

17.7

17.0

20.4

20.3

100.0(68

100.0(65)

100.0(555)

100.0(99)

立

地

点

東 京 都

横浜市 ・川崎市

大 阪 府

名 古 屋 市

地 方 都 市

2.7

9.5

8.6

27.0

35.5

13.-0

2.4

17.2

13.5

19.3

39.6

23.8

36.2
..

11.4

22.8

42.9

20.7

21.6

15.8

21.9

21.4

17.3

19.0

18.0

100.0(439)

100.0(42)

100.0(58)

100.0(37)

100.0(228)

地 方 の 独 立 系 47.8 5.1 14.7 16.9 15.5 100.0(136)

一 方
,主 要 業 務 に よ る 本社 立 地 の違 い をみ る と,図2に 示 した よ う に,受 託 ソ フ ト開発,特 に応

用 ソ フ トの 一 括 受 託 を主 要 業 務 とす る 所 は,大 都 市(東 京)比 率 が 高 く,ソ フ ト ・プ ロ ダ ク トや

計 算 サ ー ビス で は や や低 くな っ て い る 。

都市立地比 率(全 体 比率=71.6%)

京立地比 率(全 体 比率=54.6%)

*大 都市=東 京都、大阪府、

名古屋市、横浜市、

川崎市

図2主 要業務による大都市(東 京)立 地比率の違い

このような地方展開の進展は事業所の立地動向に明確に反映 している。通産省の特サ ビ調査の
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データに基づ き,立 地動向を分析すると,図3に 示 したように,1980年 代に入って事業所の東京

立地比率がかな り低下 してきていることがわかる。

事 業 所 数

1,500

1,000

1974197919841989

墓墓

謬
出典:平成元年特サビ調査

図3情 報サービス事業所の創立年分布(1970年 以降)

この結果,全 事業所のうち東京立地の事業所比率は,1977年 のピーク(47.0%)か ら1987年 に

は27.1%と20ポ イン トも低下 している(図4)。 しか し,そ の後,東 京の比率が(東 京で小規模

な事業所が激増したため)逆 に増加 し,36～38%で 推移 している。調査の捕捉率の問題があるた

め,こ の結果から70年代後半か らの地方展開が87年 でとまり,再 び東京への集中が始 まったと速

断することはできないが,事 業所数からみて も,地 方展開の進行 に歯止めがかかったことが伺え

よう。このことは本社立地の東京比率 をみて も推察される。

これに対 して,図4の 売上高比率 と従業員比率 をみると,東 京の比率はほとんど一定 とみなす

ことができる18)。

ん肌1%

20
1973 75 808590

*1出 典:平 成2年 特 サ ビ 調 査

*2契 約 相 手 先 地 域 別 で は 東 京 都 か ら の 発 注 は58.鰯

(1989年)

年

図4情 報サービス産業の東京都への集中度の変化

このことは,地 方における事業所数の伸びは東京 を上回っているが,東 京では1事 業所あたり

の従業員数および売上げ高の増加があり,こ の結果,全 従業員数および全国の売上げ高に占める

東京の比率はほぼ一定に保たれているものと考えられる。
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(3)地域間におけるソフ トウェア業務の流れ

ソフ トウェア開発業務は,モ ノに縛 られることがなく,か なり自由な移動が可能である。この

結果,発 注先 と業務を行う発注元 とは離れることが可能である。そこで,自 地域内(こ こでは同
一都道府県内)で の発注率及び交易バランスという指標 を以下のように定義 して,ソ フトウェア

業務のモビリティを見ることにしよう。

自地域内受注率=自 地域内事業所からの受注額/地 域内ソフ ト事業所の全受注額

交易バ ランス=(地 域内ソフト事業所の全受注額一地域内事業所の全発注額)/(地 域内ソ

フ ト事業所の全受注額)

自地域内受注率は,当 該地域(都 道府県)内 の全ソフ ト事業所の売上高の中で,自 地域内の全

産業等か ら得た売上高の比率を表 し,0～1の 値 をとる。これに対 して交易バランスは,い わば

貿易収支をGNPで 割 ったような指標に対応 し,1以 下 となる。特サビ調査では都道府県単位の

数値が示 されているので,そ れから計算すると,図5の ような結果が得 られる。

自地域内受注率 と交易バランスには,明 らかに逆相関がみられ,交 易バランスが増大すれば,

自地域内受注率は下がる傾向がみられ,逆 に自地域内受注率が上昇すると交易バランスは減少 し,

さらにマイナスに転 じることになる。自地域内受注率が高いということは,地 域内に十分な需要

があり,他 地域の仕事をとる必要がないことを示 しているが,原 因としては,仕 事が多す ぎて地

域内ですべてを処理できない場合 と,ソ フ トウェア産業が未発達である場合の2つ が考えられる。

東京は前者にあた り,大 都市周辺の埼玉,奈 良,京 都,三 重,岐 阜,山 口は後者 にあたると解釈

できる。

逆に,自 地域内受注率が低い所は,地 域内の需要が少なく,需 要の多い大都市から多 くの仕事

が流入 した結果である。地方のソフ トウェア企業 による活発女 営業活動によって大都市からの仕

事の流入が増加する場合 と隣接する大都市からの莫大な仕事 をこなすためソフ トウェア関連の事

業所が次々に立地されたために起 きる場合 とがある。前者にあたるのが徳島,福 井,鳥 取,滋 賀,

群馬,北 海道,長 野,沖 縄等であ り,神 奈川 は後者にあたる。

それでは,ソ フ トウェア産業の場合,ど の程度の距離 を克服することがで きるのであろ うか。

全国の需要 の6割 を占める東京 と他の道府県との交易関係から地理的距離の制約がどの程度ある

か,検 討 してみる。図6は 東京駅から各道府県庁所在地までの距離(鉄 道の営業キロ数)を 横軸

に,全 受注額のうちで東京からの受注額が 占める比率を横軸にとった ものであるが,こ れによる

と距離 と共に比率が下がる傾向を示す部分 とそれから明 らかに離れた部分がみられる。滋賀,徳

島,北 海道,鹿 児島,沖 縄は,後 者であり,言 わば"特 異県"と みなす ことができ,東 京への依

存度が非常 に高 くなっている。距離のハンディをほとんど克服 していると言 えよう。その他の府

県は,距 離 との関係が一様 な形(例 えば距離に反比例するといったように)に はならないが,

(物理的)距 離の制約がある程度効いている(た とえば,y≦40-r/50の 範囲にほとんどの府県

が入っている)よ うに見える。

次に,大 阪府への依存度をみると,比 率が高いのは,兵 庫の19%,奈 良11%,京 都10%,徳 島

9%と 極 く近 くの府県まで しか拡がっていない。 また,面 白いことに,契 約額でみると,大 阪か

ら流出する総額の7割 までが東京都になっている。これは,高 い技術力を要するソフ ト開発が東

京に流出 していることを示 しているものと考えられる。

これらをまとめると次のようになろう。

1)地 域 によりソフ トウェア開発力に大 きな格差がある。
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=63 ,3%
=74 ,4%

一100

(出 典)特 サ ビ 調 査(平 成 元 年 度)

図5都 道府県別交易バランスの自地域内受注率

2)大 都市 隣接地域(県)に は,ソ フ トウェア企業の活発な進出により大 きな開発力をもつに

至った所 と,ほ とんどソフ トウェア企業が育たず,地 域内の需要さえ満たせず,大 都市に

仕事が流出している所,の2つ の タイプがある。

3)大 都市から離れた地域(県)の 場合 も,ソ フ トウェア開発力に大きな格差がある。格差を

生む原因としては,地 元(出 身)の ソフ トウェア起業家が出たか,出 なかったか という偶

然的要因が最 も強いが,そ れを支える人材的基盤の整備状況,さ らに地元自治体の ソフ ト

ウェア産業育成の取 り組み(誘 致政策 も含 む)が あげられる。

4)大 都市から地方への仕事の流れは,あ る程度(物 理的)距 離の影響 を受けているが,ソ フ
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図6東 京依存度(道 府県別)と 東京からの距離の関係
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トウェア開発力が大 きければ,そ のハンデ ィを比較的容易に乗 り越えることがで きる。

5)ソ フ ト開発の種類によって立地制約の強さに違いがあ り,受 託 ソフ ト開発では顧客(大 都

市,特 に東京)へ の近接性が強 く,ソ フ トプロダクトの開発では,弱 い。

2.大 都市ソフ トウェア企業の地方展開の実態

本節では,今 回のアンケー ト調査15)の中で,大 都市に本社 を置いている企業(576社)に 対 し

て,地 方展開の実態や意向等を質問 した結果 を分析する。

(1)地方展開の現状と意向

すでに述べたように,ソ フ トウェア企業の本社 は大都市,と りわけ東京都,大 阪府,名 古屋市,

横浜市,川 崎市の5都 道府市に集中してお り,そ こを拠点に他の地域への進出が活発になされて

いる。そこで,こ れらの5都 道府市に本社を置 き,そ れ以外の地域に事業所 を設立することを便

宜的に 「地方晨開」 と呼ぶことにする。

このような地方展開は実際にどの程度なさ

れているのだろうか。図7に 示 したように,

すでに地方事業所を設立 している企業は41%

に達 してお り20),ま だ設立 していないが,

数年のうちに設立する事 を考 えている企業 も

23%あ る。地方展開 を考えていない企業 は

36%と 少ない。

地方展開に最 も影響する要因は,企 業規模

であり,従 業員数が多いほど,ま た年間売上

げ高が多いほど地方展開が活発である。図8

図7地 方事業所の設立状況

[n=576]

のように,従 業員数が500人 以上の ところでは,す でに81%が 地方展 開を実施 し,15%が 数年以

内に地方展 開す ることを考えてお り,ほ とん どの企業が地方展開を実施することになる。これに

対 して,30～49人 の従業員 を抱 える企業の場合は,す でに地方展開 しているところは,1/4で

あるが,こ こ数年のうちに3社 に1社 が地方展開を考えている。

81地 方展開実施済

ここ数年のうちに地方展 開の予定

～29人3° ～495° ～491°1菊2°1勞5馳 従業員数

図8従 業員規模による地方展開の違い
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本社所在地 との関連をみると,東 京都,横 浜市,川 崎市に本社 を置 く企業の地方展開率が最 も

高 く,大 阪府が次に高い。名古屋市に本社を置 く企業の場合,従 業員数がやや少 ないことを反映

し,地 方展開率は低 くなっている。

ここ数年のうちに新たに地方展開を考えている企業131社 を従業員規模別にみると(図9),10

～29人 の企業が38社 ,30～49人 の企業が24社 と,規 模 の小 さい所が多 くなっている。地方展開は

大手ソフ トウェア企業か ら中小ソフ トウェア企業へ とひろがって きているのである。

500人 以 上y,〆9人 以下(2社)

200--499

図9こ こ数年のうちに地方展開を考えている企業
の従業員規模別分布

また,資 本系列による違い も,平 均の企業

規模が大きいメーカー系とユーザ系では地方

展開率が5割 前後あるのに対 して,企 業規模

が小 さい独立系は4割 弱になっている。 しか

し,こ こ数年以内の展開意向をみ ると,東

京 ・横浜 ・川崎 に立地 している独立系 ソフ ト

ウェア企業で高 くなっている。

ソフ ト関連売上げの中で,東 京都内,大 阪

府内の占める顧客の比率,つ まり大都市依存

度 との関連 をみると,興 味深いことがわかる。

この大都市依存度が20～59%の 企業の地方展

開が6割 前後と高いのに対 して,そ れ以外は

4割 弱 と低いのである。大都市 と地方都市の

両方に顧客を抱えている企業は,顧 客との関

係上,地 方展開を積極的に行う理由があるこ

とを反映 していると解釈できよう。

主要業務 との関連性をみると,従 業員規模がやや大 きい応用ソフ トまたは基本ソフ トの一括受

託,デ ータ入力,機 器販売等を主力 としている企業の地方展開率が高くなっている。

(2)地方展開の狙い

すでに地方展開をしている企業の狙いは,図10に 示 したように,人 材確保の容易性 ・可能性が

圧倒的に大 きく,こ の傾向は,企 業規模,本 社所在地,資 本系列,主 要業務の如何 を問わず共通

している。次 に,地 元におけるソフ ト開発受託の可能性 と地元ユーザ企業へ のサービス強化 と

いった地方都市のユーザ対応および社内Uタ ーン希望者への対応があげられる。

地元 におけるソフ ト開発受託の可能性 を重視す るのは,独 立系で,ソ フ ト開発の下請けを主要

業務 としている所に多 くみられる。逆 に,規 模が大 きい所,強 力なバ ックをもつメーカー系や

ユーザ系企業,技 術力の高い基本 ソフ トー括受託 を主要業務とする所は,余 り重視 しない傾向が

ある。これらは,進 出企業の主要業務によって,地 方都市での受託にどの程度期待するか,が 異

なることを反映 している。

社内にUタ ー ン希望者がいる点を重視 した企業は,従 業員が100人 未満の小回 りがきく独立系

で下請けの ソフ ト開発 を行っている所に多 くみられ,優 秀 なUタ ーン希望者の退職を防ぐため,

地方展開をするケースがかな りあることを示 している21)。

次に重視 されているのが,進 出先の地価,事 業所の賃貸料や従業員の住宅確保の容易性,通 勤

時間といったコス ト関連要因である。 ソフトウェア企業が地方展開する場合,必 要とされる主な
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図10地 方展 開 したソ フ トウ ェア企 業 の狙 い

費用 は事業所の賃貸料 もしくは購入する用地費と従業員確保 に不可欠な住宅関連費用であ り,こ

れらを重視 しているのである。

親企業や主要ユーザの地方展開への対応を重視 した所は,約3割 であるが,ユ ーザ系の所や独

立系の子会社 ・関連会社に多 くみられる。

本社か らの時聞距離や従業員の子弟の教育環境 を重視 した企業 は2割 弱 と少な く,考 慮 した程

度の所が多い。また,地 元 自治体か らの誘致(熱 心 さ)を 重視 したのは1割 で,ほ とんどは考慮

もしていない。後述するように,地 元 自治体の誘致活動が不活発 な上,有 効な誘致対策の提示が

ないことが主な要因と考えられる。

ここ数年のうちに地方展開することを考 えている企業の狙いも,す でに展開済みの所 とほとん

ど同 じで,人 材確保が圧倒的に多 く,社 内のUタ ーン希望者対応 と従業員の住宅確保が続いて

いる。地元でのソフ ト開発受託をあげる企業は1/3に 留まっている。その他の要因は1割 前後

と低い。立地決定 に際 して問題 になることは,当 然のことなが ら事業の採算性の見通 しが第1で ,

人材確保の見通 しが次 に多 く,こ れ ら以外 をあげる企業は少ない。

(3)地方 自治体の誘致活動

地方進出にあたって地元自治体から何 らかの誘致活動(便 宜供与)を 受けた企業は,2割 に過

ぎず,大 半 は誘致活動 を受けていない。このうち地元 自治体か ら熱心 に誘致 された企業は1割 と

少 ない。また,進 出企業が受けた便宜供与の内容は,地 元大学,専 門学校,高 校等への採用活動

への協力が最 も多 く,工 業団地等の立地斡旋,Uタ ーン希望者 リス トの提示などとなっている。

(4)地方展開 したソフ ト関連事業所の概要

〔地方事業所数〕

地方展開 している企業は,平 均2.4の 地方事業所 を持 っている。また,ソ フ ト開発 を行ってい
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る地方事業所 をもってい る企業は,地 方展開企業の9割 に達 し,平 均2.1の 地方事業所がソフ ト

開発に従事 している。 したが って,大 都市 に本社 を置 くソフ トウェア企業の地方事業所のうち8

割が ソフト開発を行 っていることになる。

このような地方事業所の数は,企 業規模 に大 きく依存 してお り,ソ フ ト開発を行っている地方

事業所の数は,30人 未満の所で1.1ヶ 所,30.v49人 の所で1.3ヶ 所,50～99人 では1.6ヶ 所,100～

199人 で1.8ヶ 所,200～499人 で2.4ヶ 所,500人 以上では4.6ヶ 所 と急増 している。このように企

業規模 と共に地方事業所が激増する背景には,

1)ソ フ ト開発業務では,製 造業のようなスケールメリットがそれほど働かず,1ヶ 所に従業員

を集中させる意味があまりないこと(ソ フト開発の内容にもよるが,メ ンテでは数人,大 規

模なソフト開発では50人 程度が1ヶ 所に必要 といわれる)

2)ソ フ ト開発にとって も最 も重要な優秀な人材の確保が大都市部で困難なだけではなく,ひ と

つの地方都市で大量に採用することも困難であること

3)ソ フ ト開発業務の分業化(特 に下流工程の切 り離 し)は 比較的容易であり,東 京に集中して

いる業務の一部 を分離 し,地 方事業所で処理することが可能であること

4)し たがって,進 出先での仕事の確保 をそれほど気にしな くてもよいこと

5)し か し,一 定量の仕事は進出先で確保 しなければならないので,ひ とつの地域の事業所規模

をあまり大 きくはで きないこと

などが考えられる。

〔最新設立の地方 ソフト関連事業所の概要〕

地方に立地されたソフ ト開発を業務 とする事業所のうちで,最 近設立 された ものに限ると以下

のような特徴がある。

①設立時期:1987年 前後が最 も多い

②所在地:全 国に広 く分散 しているが(表2),関 東(東 京都,横 浜市,川 崎市を除 く),中 部

(名古屋市を除 く),九 州,東 北がやや多 くなっている。本社が東京都,川 崎市,横 浜市

にある企業は全国に広 く展開しているが,名 古屋に本社 を置いている企業はほとんどが

中部地方内での展開にとどまっている。また,大 阪府 に本社を置いている企業は,関 西,

西 日本,中 国,九 州 といった西への展開が大半である。

表2最 近設立のソフト関連地方事業所の所在地分布
(/〉

北海道 東 北 関 東

(東京都 ・

横浜 ・川崎

を除 く)

中 部

(名古屋市

を除 く)

関 西

(大阪府 を

除 く)

中国 ・

四国

九州 ・

沖縄

外 国 NA 合計 n

6.1 13.6 26.6 19.2 6.5 7.5 17.3 0.5 2.8 300.0 214

③候補地数:設 立の際 に,複 数の候補地か ら選んだ所は3割 に過ぎず,1ヶ 所 しか候補地がな

か った所が4割 と多い。名古屋市や大阪府に本社 をお く企業は,候 補地が1ヶ 所 しかな

か った所がやや多 くなっている。

④設立当初の従業員数:平 均8.5人 と非常に少ない。設立当初か ら50人以上の従業員を抱 えて

いる地方事業所 はわずか3%に 過 ぎない。 また,従 業員数の多い企業ほど設立当初の地

方事業所の従業員が多い。

⑤現在の従業員数:平 均26.4人 と設立当初の3.1倍 になってお り,設 立後の4年 間に急速に拡
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張 している。 しかし,そ れで も9人 以下の事業所が約4割 と最 も多 く,20人 以上 は3割

に過 ぎない(図11)。

⑥地元出身者比率:平 均で8割 が地元出身者であり,地 元出身者比率が小 さいのは,大 都市近

郊(千 葉,埼 玉な ど)の 場合に限られる(図11)。 人材 を求めて地方展開をしたのであ

るか ら,当 然の結果である。

⑦ ソフ ト開発要員の比率:地 方事業所の全従業員のうち6割 以上がソフト開発要員というとこ

ろが84%と 圧倒的に多い。この比率はほとんど規模 によらない。

⑧ ソフ ト開発事業の ウェイ トと内容:受 託 ソフ ト開発の占めるウェイ トが圧倒的に高 く,

パ ッケージ ・ソフ トの比率は少ない。 また,受 託 ソフ トの内容 としては,主 にアプリ

ケーション領域が7割 と多 く,基 本 ソフトは2割 強となっている。

現在の従業員数

9人以下 嗣9人 X49人5D人 以上 勘

≡ ≡壅≡≡ 驪覊羅齷蘯(平 均26人)
麟4～7割 蹴 猷

地元出身者の比率 11 is 6了 6。(平 均8割)

Cn=214)

図11地 方ソフ ト開発事業所の従業員数と地元出身者の割合

⑨ ソフ ト開発の発注元:主 な発注元が大都市か地元かをみると,2極 分化 している。大都市か

らの発注が6割 以上ある所を大都市依存型,地 元道府県からの発注が8割 以上ある所を

地元依存型とすると,大 都市依存型が42%,地 元依存型が34%と なっている。

⑩ソフ ト開発の分担工程:分 担 している工程は,詳 細設計から単体テス トまでの下流工程が多

く,要 求定義分析は少 ない。これは大都市依存度によって もかなり異なる。大都市の本

社 との共同開発が多い所では,特 に上流 と総合 ・運用テス トを本社が,下 流を地方事業

所が,そ れぞれ分担す るケースが多 くなっている。

⑪ ソフ ト開発要員の県外出張頻度:経 験年数4年 以上のソフ ト開発要員は,プ ロジェクトの中

核 として活躍 していることが多いが,こ れらの要員が業務上の打合せ ・会議のため県外

(ほとんどは委託先または本社のある大都市)に 出張する頻度 を尋ねた ところ,平 均 し

て月1～2回 とい う企業が多 く,週1回 以上 というのは1割 弱 と少なかった。

しかし,1ヶ 月以上の長期出張者がいる事業所 も1/4ほ どあ り,年 間平均4.5人 に

達 している。また,1年 以上の長期出張者がいる企業は8%と 少ないが,い る事業所で

は平均3.5人 が該当 してお り,ほ とんど転勤に近い状態のソフト開発要員がいることを

示 している。

(5)地方展開のメリットと問題点

大都市ソフトウェア企業の地方展開は,実 際にどの ようなメリットをもたらしたのであろうか。

また,ど んな問題を抱えているのであろうか。メ リットについては,人 材確保 と仕事の確保の2

つについて尋ねたが,図12に 示 したように,人 材の量的確保 はかな り達成されているものの,質

のよい人材の確保という点では必ず しも十分 というわけではなく,ソ フト開発の仕事の確保とい

う面ではメリットが少なかった ようである。
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非常に大きい 大きい やや大きい 多少あり なし 凱

1.人材の量的確保 灘灘臟驪撒 翳黼 瓢5 歪20718

鏘鬮燃 飃 211819:x::212.質の よい人材の確保 '
,'〃",""""""'""""'"儿

22
阯 鹽

2211Q
霾1

3.ソフト開発の仕事の確保 鷂簸G 20
JJ

(n=214)
図12地 方展 開の メ リ ッ ト

一方
,抱 えている問題点 としては,地 方ソフト開発市場の伸び,.'uみをあげる所が多 く,次 に地

方 ソフ ト開発要員の技術力の伸び悩みがあげられている(図13)。

050

571.地元 ソフ ト開発市場の伸 び悩 み

1

2.地元ソフ ト開発要員の技術力の伸び悩み
疂萇: 蔓 x

30
胃冨■ 1

3.地元 ソフ ト開発要員のモラール(士 気)低 下 22

25(
n=214)

4.地元 ソフ ト開発要員 の採用難 18

5.そ の他 ・NA

図13地 方展開の問題店(MA)

3.地 方ソフ トウェア企業の大都市進出の実態

本節では,今 回のアンケー ト調査の中で,地 方都市(東 京都,大 阪府,名 古屋市,横 浜市,川

崎市以外の都市)に 本社 を置いている企業(228社)に 対 して大都市進出の実態や意向等を質問

した結果 を分析する。

(1)大都市進出の現状 と意向

近年,大 都市 に本社 を置いているソフトウェア企業が,地 方展開を活発に行っている一方で,

地方都市に本社 を置 くソフ トウェア企業が,大 都市に進出する傾向も次第に顕著になって きてい

る。今回のアンケー ト結果で も,す でに大都市(東 京都,大 阪府,名 古屋市の3大 都市)に 進出

している企業が1/321),こ こ数年のうちに進出することを考 えている企業が2割 に達 してお

り,大 都市進出が大きな流れになっていることを示 している。

この大都市進出率は,規 模 による違いが大 きく,大 規模 になる程高 くなる傾向がある。500人

以上の従業員を抱える企業では7割 がすでに進出しているのに対 して,30人 未満の企業で は2割
ヒ

にも達 していない(図14)。 今後 の進出意向は従業員数が30～49入 といった小 さな企業で多 く

なっている。また,大 阪の顧客比率が20～59%の 企業の進出意向が6割 と高 くなっている。

資本系列では,独 立系が,ま た,主 要業務でみると,応 用ソフ ト開発の一括受託の比率が高い

(一定程度以上のソフ ト開発力 をもっている)企 業が,高 い進出率 を示 している。資本系列から

の受注が容易なメーカ系やユーザ系と異な り,独 立系 は大都市進出な しには,大 都市からの継続

的な仕事の確保がむずか しいことが背景にあると考えられる。 また,東 京都内の顧客の占める割

合でみると,20～39%の 企業一東京都内の顧客を増やすために必要なツテがあ り,か つメリット
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〔大都市進出〕

ゼ2ヶ 所以上

[n=228]

図14地 方ソフ トウェア企業の大都市進出の現状と意向

も大 きい所一の進出率が6割 と高 くなっているのが注 目される。本社所在地による進出率の違い

はノ亅丶さい。

(2)大都市進出の狙い

地方のソフ トウェア企業が大都市進出する狙いは,大 都市のソフ トウェア企業が地方展開する

狙いと全 く違い,「 ソフト開発の受託」が中心である(図15)。 特に,応 用 ソフト開発の一括受託

を主要業務 とする独立系ソフ トウェア企業では,こ の傾向が強い。また,こ れらの進出企業は,、

進出以前か ら大都市の顧客からのソフ ト開発を受託 していることもあ り,「ソフ ト開発途中での

顧客 との調整の円滑化」を同時に狙っている企業が多い。ソフ ト開発要員の確保を重視 して進出

した企業は4割 弱と予想以上 に多いが,潜 在的Uタ ーン希望者(若 い うちは大都市で働 きたい

が,将 来は郷里に戻 りたい と考えている人)を ターゲットにしているもの と考えられる。ソフ ト

ウェア ・プロダク ト等の販売拠点 としての有効性 を重視 した企業は35%で あるが,ソ フ トウェ

ア ・プロダク トを主要業務としている企業の場合は,ほ とんどがこれをあげている。

大都市進出のネックとなる地価,ビ ル賃貸料を,進 出に際 して,重 視 した企業 は4割 で規模や

非常に重視 覲 丶ANA

1.ソフ ト開発 の受託可能性 戮 嬲
2.ソフト開発途中での顧客との調整円滑化

嫐 綴 蓑19

121814
巳

燃 嬲 笏1・≡≡三≡≡≡≡≡・≡・39

3.ソフト開発要員 の確保 3312415
4.ソ脇 ア・プ・ダクト鞴 灘 として酬 燃20≡ ≡1 19 3517

5.地価 、 ビル賃貸料 41125 (n=74)

多少考慮/考慮した程度 考靂せず

図15大 都市進出の際、重視 した要因(進 出済企業)
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本社所在地などには依 らない。

ここ数年のうちに大都市進出を考 えている企業の狙いも,す でに進出 している企業の狙いとほ

とんど同じで,ソ フ ト開発の受託が圧倒的に高い。

(3)大都市進出事業所の概要

進出事業所の数は,1ヶ 所の所が大半で,2ヶ 所以上の所は7%足 らずである。また,立 地点

は東京都内が8割 と圧倒的に多 く,2割 が大阪府内で,そ の他の地域はゼロであった。大阪府内

の顧客比率が2割 以上ある企業や,本 社が中部 より西にある所で大阪立地がやや多 くなっている

ものの,全 国的に東京志向が強 く,東 京に仕事(発 注先)が 集中していることを物語っている。

大都市に進出 した事業所の概要をまとめると次のようになる。

①形態:進 出事業所の形態 は,い ろいろで営業所,支 社,事 業所という名称 を使 っている所

が多い。

②設立年:平 均 は1985年

③従業員数:設 立当初は平均6.2人 と小規模であったが,現 在は約3倍 の17.8人 に増 えてい

る。

④ ソフ ト開発業務とソフ ト開発要員:ソ フ ト開発業務 を行っている事業所は82%と 多 く,分

担 している工程 も幅広い。大都市 ソフ トウェア企業の地方事業所と比べると,上 流の

要求定義 ・分析と概要設計 を分担 しているところは,3割 も多 くなっている。また,

プログラム設計やコーディングは地方事業所 より15%低 く,全 体に上流工程にシフ ト

していることがわかる。 ソフ ト開発要員は平均15。1人で全従業員の85%を 占め,こ の

うち大卒の比率は約1/3と やや高い。この大卒比率は,企 業により違いが著 しく,

5割 以上の所が28%も ある一方で,2割 未満の所が23%も ある(図16)。

(n=74)

図16ソ フト開発要員の内の大卒以上の割合

これは,ソ フ ト開発の分担工程と密接に関連 してお り,上 流工程を分担 している所

ほ ど大卒比率が高い傾向がみられる。

⑤地元出身者比率(図17):大 都市事業所従業員のうちで本社所在地(地 方)の 出身者が占

める比率 は,バ ラッキが大 きいものの,平 均で6割 と非常に高い。これは本社採用の

Uタ ーン希望者を 「一時的に」大都市に転勤 させているケースが多いためと考えられ

る。地元出身者比率が8割 以上の所が43%も ある一方で,3割 以下の所 も30%あ るこ

とは大都市事業所の位置づけに2つ のタイプがあることを示唆している。すなわち,
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自社をあ くまで も地方のソフ トウェア企業 として位置づけ,そ の出先 として大都市進

出事業所を捉え,地 元出身者のローテーシ ョン(転 勤)で 事業所活動 を続けてい くや

り方 と,自 社を全国区型の企業へと発展 させ ることを考 え,大 都市進出事業所 をその

中心 と考え,人 材 も地元出身者にこだわらないや り方,の2つ である。

もちろん,本 社所在地の大都市か らの距離も多少は影響 している。北海道 ・東北や

中国 ・四国 ・九州のソフ トウェア企業の場合,3割 以下の比率が40%弱 とやや多 く

なっているからである。 また,従 業員規模 による違いもあ り,大 規模になると地元出

身者比率が減 る傾向 大規模になると全国区型企業志向が増 えるため がみられ

る。

(4)大都 市 進 出 の メ リ ッ トと問 題 点

大 都 市 進 出 の メ リ ッ トは,進 出 の 狙 い に対

応 して お り,ソ フ ト開発 等 の仕 事 の確 保 お よ

び顧 客 との 調 整 の 円 滑 化 に 関 して,メ リ ッ ト

が 大 き い と評 価 して い る所 が7割 に達 して い

る(図18)Qま た,ソ フ トウ ェ ア ・プ ロ ダ ク

ト等 の 販 売 の 伸 び に つ い て は,ソ フ ト ウ ェ

ア ・プ ロ ダ ク トの 開 発 ・販 売 を主 要 業 務 と し

て い る企 業 を 中心 に メ リ ッ トが 大 きい と評 価

選
8%

:a

翌A

30%割 以上

:

鯔 ≡

/4-7認

%
1≡≡≡≡:'

≡:°

図17大 都市進出事業所従業員の
地元出身者比率

されている。人材の確保については狙いとしていた企業 も少なかったため,

する企業も少ない。

メ リ ッ トが 大 きい と

ヒ 談 り↓ 猷

1.ソフ ト開奔等の仕事が確保できた 鰈鑼驪驪 嬲轍ll鱒5 1

2.客 との調整が 円滑になり、評価 が上がった 欄鞴¥黐 飆1妻 姻10 甎
3.ソフトウェア・プロダクト等 の販売が伸 びた 難灘 軅 碧22140 15;
4.人材の確保がで きた 黝 舅1覇28143 15

t一 なし
(n=74)

図18大 都 市進 出 の メ リッ ト評 価

特 に,仕 事確保のメリットが大 きいと評価 しているのは,応 用ソフ ト開発の一括受託を主要

業務 としている企業や中国 ・四国 ・九州に本社 を置 く企業に多 くなっている。 また,東 京や大阪

の顧客依存度が高い企業 ほどこのメリットを強調する傾向があ り,大 都市事業所の設置によって

大都市での仕事確保 に成功 した結果 とみなす ことがで きる。
一方,大 都市進出に伴 う問題点については,地 代,ビ ル賃貸料の高騰が最 も多 く(81%),付

随する従業員の住宅,寮 の確保困難性(69%)と ソフ ト開発要員の採用難(62%)の2つ がそれ

に続いている。進出 した1985年 頃には,そ れほど深刻ではなかったこれ らの要因が,1980年 代末

か ら急速 に出現 したこ とによる。本社 との交通の便(37%),ソ フ ト開発要員の定着率の低 さ

(23%),そ の他の問題をあげる企業は,そ れ程多 くはない。
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(5)大都 市 進 出 の 総 合 評 価

東 京,大 阪 へ の進 出 を現 在 ど う評価 して い

るか,と い えば,図19の よ う に,大 成 功 と成

功 をあ わせ て9割 以 上 に 達 して い る 。 失 敗 と

い う評 価 は1%(1社 の み)で あ り,「 ど ち

ら と も言 え な い 」 を あ わせ て も16%と 少 な い 。

こ の よ う な評 価 は,東 京 ・大 阪 の顧 客 率 が低

い と こ ろや ソフ トウ ェ ア ・プ ロ ダ ク ト等 の 開

発 ・販 売 を主 要 業 務 と して い る と こ ろ で 厂ど

(n=74)

図19大 都市進出の総合評価

ちらとも言えない」 という評価がやや多 くなっている以外は,地 域差や業務内容,資 本系列,従

業員規模 によらない。

4.地 方都市におけるソフ トウェア企業の発展可能性 と課題

(1)大都市ソフ トウェア企業の地方展開が地元ソフ トウェア企業に及ぼす影響の認識

大都市 ソフトウェア企業の地方展開が進む中で,地 方都市のソフ トウェア企業 はどのような影

響 を受けているのであろうか。 まず,地 方都市への進出状況をみると,あ る程度の規模のソフ ト

ウェア企業が立地 している地方都市では,ほ とんど大都市からの進出がある。地方都市のソフ ト

ウェア企業の8割 以上が,大 都市からのソフ トウェア企業の進出地域に立地 してお り,何 らかの

影響 を受けている。

大都市のソフ トウェア企業の進出による地元 ソフ トウェア企業に対する影響 としては,人 材難,

採用難の加速,地 元ソフ ト市場の奪い合い,下 請け化 といったマイナス面 と技術移転やソフ ト開

発の仕事が大都市か ら回って くる,と いったプラス面が考えられる。これらについての認識を図

20で みると,地 元ソフ トウェア企業は,マ イナス面,特 に人材難 採用難の加速 と地元 ソフ ト市

場の奪い合い,を あげるところが多いのに対 して,大 都市のソフトウェア企業は,ソ フ ト開発の

仕事が回ることや技術移転 といったプラス面を強調 し,マ イナス面は少ないと考えていることが

わかる。

地方のソフ トウェア企業のこういった認識 は,以 下の点を除くと,規 模や地域 ,大 都市への顧

450

1.人材難、採用難の加速

2.地元 ソフ ト市場の奪 い合 い

3.ソ フ ト開発 の仕 事 が 回 ってくる

4.下請 け化 の恐れ

5.技術移転

II 「1 1巳 薩 l

l77

上段:地 元 ソフ

　 112

35
116

121
164

下段:大 都市ヨ55

L15
16

7]8

図20地 方進出が地元ソフトウェア企業に及ぼす影響の認識

畑 萎業
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客依存度によらず共通 している。

①中部 ・近畿地方の企業は,人 材難 ・採用難の加速をあげる所がやや少ない(66%)。

②関東 ・甲信越地方の企業は,地 元ソフ ト市場の奪い合いをあげる所が少ない(16%)。

この地方 は東京 という巨大需要地に近 く,ソ フ ト需要が豊富であることを反映している,

と考えられる。

③大都市のソフ ト開発の仕事が回って くる,と 考えているのは,従 業員規模が50人 未満のと

ころにやや多い(27%)。

(2)地元 自治体の育成策とその評価

地元自治体は,地 場産業育成 ・活性化の一環 として,あ るいは情報化促進の一環 として,様 々

なソフ トウェア産業育成策をうっている。地方のソフ トウェア企業は,こ の育成策をどうみてい

るのであろうか。まず,地 元自治体の態度が熱心かどうかを尋ねたところ,図21の ように,熱 心

と評価 した所が約半数,「 熱心ではない」もしくは 「何 をやっているかを知 らない」所が約半数

あった。何 らかの対策 をうっていると認識 している企業が半数ある,と いうことであるが,そ の

うちの半数は 「やや熱心」 とい う評価であ り,「非常に熱心」 という認識を持 っている企業 は,

全体の1割 にも満たない。

(n=228)

図21地 元自治体のソフトウェア産業育成の熱意

地元 自治体がやっている育成策の内容 についてみると,ソ フ トハウス用の団地の造成が6割 と

最 も多 く,工 業振興策 と同じ手法をとっている自治体が多いことを示 している。次に多いのが,

Uタ ーン希望者のリス ト提供など人材情報の提供,専 門学校 ・大学などの誘致 ・設立 といった人

材関係の施策である。ソフ トウェア企業の浮沈 をにぎっているのは,人 材であるが,こ の供給 を

円滑にする上で地元自治体の果たす役割は大 きい。

低金利の融資(仲 介)は,100人 未満,中 で も30人未満の従業員 しかいない小企業が着 目して

いる育成策であるが,全 体 としてはあまり認知されていない。また,ソ フ ト開発等の仕事の発注,

または仲介 についてはほとんど行われていないようである。

これ らの育成策の評価 は,「有効」が6割 弱,「 有効ではない」が4割(図22)と なっている。

その他 ・NAr非 常 に有効
全く有獺 な

(n=123)

図22地 元自治体の育成策の有効性
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5、 ま と め

これまでのソフ トウェア産業の立地は,基 本的に2つ の要因によって左右 されていた。 ひとつ

は,ソ フト開発の仕事の確保 という要因であ り,仕 事の約6割 が東京に集中している事実に関連

している。この背景には,情 報化に伴 う権限の東京集中および大企業からの受託 ソフ ト開発の比

重が高いという日本のソフ ト開発事情がある。

もうひとつは,ソ フトウェア産業にとって最 も重要な生産要素である人材 という要因である。

超労働集約型産業であるソフ トウェア産業にとっては,優 秀な人材 をどれだけ確保できるか,が

キーポイン トであるが,東 京では限界がある。仕事は東京に集中しているが,東 京では人材確保

がままならないのに対 して,地 方では人材確保は比較的容易であるが,仕 事が不足 しているので

ある。

この仕事 と人材の地域ギャップを埋める方策が,東 京のソフ トウェア企業の地方展開であり,

地方のソフ トウェア企業の東京進出である。東京のソフ トウェア企業は地方展開意欲が強 く,早

い時期か ら展開をはかったため,事 業所比率でみると,地 方が増えたが ,売 上げ額や従業員数で

みると,東 京の比率嫉ほとんど減少 しなかった。地方の事業所の増加は東京の事業所の売上げ増,

従業員増の結果で もあったからである。

地方展開と東京集中は,共 に東京の仕事を地方でこなすための もので,東 京か ら地方への仕事

の流れを軌道に乗せる役割を果たしている。 また,新 しい流れとしては,従 来,地 方のユーザが

東京のソフ トウェア企業に委託 していた仕事 を地元に戻す効果があることも事実である。これら

の関係を示 したのが図23で ある。

次に,地 方都市におけるソフ トウェア産業の現状 と地元への影響を考えよう。主な地方都市に

は,i)少 数の大手地元 ソフ トウェア産業,ii)メ ーカ系の地方子会社を中心 とする,東 京か ら

進出 したソフトウェア企業の事業所,iii)人 材派遣的サービスを行 う多数の地元独立系零細ソフ

トウェア企業,3つ が併立している。この3つ のタイプの企業は,地 元の優秀な人材確保の面で

激 しく競争 しているが,ソ フ ト開発市場の面では一定の棲み分けを行い,高 い成長率を達成 して

きた。

この結果,地 元に与えたプラスの影響 としては,次 の5点 があげ られる。

1)地域の活性化:時 代の先端を行 く情報産業の集積は,地 元に活気を与え,発 展への明るい見

通 しをもたらしている。特に急成長 している地元ソフ トウェア企業が存在する場合は,地 方

都市発展のシンボル的役割を果たすことになる。

2)地 元雇用の拡大:地 方都市 に魅力のある職種 ・業種を増加 させた。特 に,高 学歴者やU

ターン希望者の就職先を提供する上で大 きな役割を果た した。 また,人 材獲得競争が激化 し

たため,給 与水準 もかなり改善 された。

3)地 元ユーザの仕事のUタ ーン:地 元企業がそれまで東京等の ソフトウェア企業 に発注 して

いたソフト開発の仕事を地元企業に発注できるようになった。

4)地 元のソフ ト開発力の増大:東 京からのソフト開発の受託やパ ッケージ ・ソフ トの開発によ

り,地 元のソフ トウェア企業の開発力が増大する。技術,ノ ウハウの東京からの移転 による

もの と地元企業の研究開発努力によるものが相乗的に作用 し,仕 事の確保→ソフ ト開発力の

増大→ より高度の(高 付加価値の)仕 事の確保→…一という好循環を形成する成長プロセス
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〔東京〕 〔地方〕

;蘯豊い仕事の鸚 綿

奪 い 合 い 奪 い 合 い

鯨 の人材供給源IU恚 両ン
vM

地方の人材供給源

e

図23ソ フトウェア産業の地方展開、東京集中とその影響

に入 ることも可能である。

5)地 場産業の情報化の促進:地 元のソフ ト開発市場をはるかに上回るソフ ト開発力があること

か ら,地 元ソフ ト開発市場の開拓努力がなされ,地 場産業の情報化が加速される。地場製造

業の情報化 だけでな く,サ ービス業の情報化 にも貢献する。たとえば,長 野県の地元 ソフ ト

ウェア企業では,ス キー場の利用計数システムの開発 を試みているが,こ のように地域の特

徴を生か したソフ ト開発が促進され,シ ステムが全国,あ るいは全世界に普及する可能性が

ある。

勿論,よ いことばか りあるわけではなく,次 のようなマイナス面 もあげられる。

1)人材難の発生:ソ フ トウェア企業の急成長により,地 元の人材が不足する事態が生ず る。こ

の結果,地 場の他産業の人材不足や人件費高騰による経営圧迫が懸念される。

2)地元市場 の奪い合い:地 元の狭いソフ ト開発市場の奪い合いが激化 し,採 算の悪い仕事を多

く抱え込むことになる。

3)東京のソフ トウェア企業の下請け化:東 京か らの仕事(下 流中心)が 多 くな り過 ぎると,下

請けとして固定化される。この結果,地 域の独 自性が出せな くなると共に,付 加価値が高 く,

仕事 としても面白味がある上流工程の仕事が地方 に回 らな くなる。言わば,仕 事の質の格差

が拡大する恐れが強い。加 えて,製 造業や建設業 における下請けと同様 に,景 気調整のバ ッ

ファー として使われることも十分考えられ,地 方都市の産業が景気に大きく依存する体質に

なる。長期的には下流工程の標準化が進み,人 材派遣型の零細企業の淘汰が進むことも予想
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され,こ の影響が下請けに集中する恐れ もある。

人材面を中心 とするソフ トウェア企業間の競合 という状況下において,地 方自治体が とるべ き

育成策は簡単で はない。人材供給力を充実 させる目的で地元の大学等の整備 をはかることについ

ては問題が少ないが,工 業化過程における代表的産業誘致策である 「団地造成→大企業誘致策」

は,問 題を含んでいる。地域におけるソフトウェア産業は,人 材面でi)メ ーカ系やユーザ系の

地方子会社 と地元大手 ソフ トウェア企業の競合(高 学歴の就職希望者にとっては,冠 企業の安定

性 をとるか,地 元大手 ソフ トウェア企業の将来性をとるか,の 選択),ii)東 京から進出 した独

立系の地方事業所 と地元中小零細 ソフ トウェア企業の競合,と い う図式があるが,地 元自治体が

団地造成によりメーカ系やユーザ系の地方子会社等を誘致すれば,こ の競合を一層激化 させ,地

元産業育成 にとってはかえってマイナスになるからである(勿 論,地 域で十分な人材供給ができ

れば,問 題 はないが)。

ソフ トウェア産業 を囲む環境条件 は,現 在大きく変化 しようとしている。 目に見えて大 きな変

化をしたのは,バ ブル経済崩壊後のソフ ト開発受託の減少であり,ソ フ トウェア産業が不況の影

響を受けないという 「成長神話」の崩壊である。年率2割 を越える成長を続けてきた伸 び率が,

昨年度('91年 度)は8%程 度に留 まったと言われる。今年度は更に落ち込み,6%,そ の後 は

景気の回復 と共に10%程 度の伸びになると予想 されている23)。このような低成長への移行は,
一部 ソフ トウェア企業の業績不振 をもたらし,下 請けへの しわ寄せが顕在化 している。このしわ

寄せは,下 流工程を支える2次 請け,3次 請けに集中する恐れが強 く,独 立系の地方事業所(下

流工程が中心)へ の影響 も小 さくないと考 えられる。

厂成長神 話」の崩壊 は,ソ フ ト開発市場 の景気依存性 を明確 に しただけでな く,汎 用 コ ン

ピュータ神話の崩壊一ダウンサイジングによる汎用コンピュータ用ソフ ト開発需要の減少一 をも

意味 してお り,ソ フ ト開発市場の不透明性 は景気回復後 も続 くことが予想される。

第2の 環境条件の変化 は,ソ フ ト開発技術,特 に標準化(再 利用率の向上等)の 進展である。

この延長上 には,下 流工程を中心 とした 「ソフ トウェア工場」化 という動きがある。市場の伸び

が小 さく,競 争が激化する中では,効 率的なソフトウェア工場をいかに早 く実現するか,が 大 き

な経営課題 になろう。その結果,人 材派遣的サービスを行 うソフ トウェア企業の活躍する場は,

大都市,地 方都市 を問わず,急 速に狭まることが予想 される。

第3は,パ ッケージ ・ソフ ト開発市場の急速な伸びがあるか,と いう点である。東京集中の最

大の原因はソフ ト開発市場の3/4が 受託市場であることに求められるが,こ の比率が減少 し,

パ ッケージ ・ソフト市場の比率が増大すれば,市 場面からみた地方都市の不利な側面 はかな り改

善されることになる。よく知 られているように,ソ フ ト開発市場 に占めるパ ッケージ ・ソフ トの

比率は,ア メリカの6割,西 ヨーロッパの3～4割,に 対 して日本では15%前 後で推移 してお り,

著 しく低い。 この原因としては,以 下のような点が指摘されている24-26)。

i)日 本のユーザ(特 に大企業)が,自 分の企業風土にマ ッチ した木 目細かいシステムを要求

し,そ れに応 じてソフトウェア企業が個別サービスを徹底 して行 ったこと

ii)一 度 自前のソフ トを使うと,パ ッケージ ・ソフ トへの抵抗(多 少 ともソフ トに合わせた業

務の変更が必要であるが,こ れを嫌が ること)が ある

iii)日 本 は,ア メリカのようにメーカの1社 独占状況になく,数 社がシェアを分け合 っている

ため,安 価で良質のパ ッケージ ・ソフ トが作 りにくい

iv)日 本のソフ トウェア企業は,広 い市場性をもつパ ッケージ ・ソフ トを開発 し,商 品化 し,
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販売す るために必要な先行投資ができに くい体質をもっている(資 金力,技 術力,営 業力,

リスクを承知で開発する トップの決断力が欠けている)

ソフト開発投資への歯止めがかかりつつある状況下において,日 本の大手ユーザが,こ れまで

使い慣れたシステムから,多 少の不便や使い勝手の悪さを我慢 し,パ ッケージ ・ソフ トへの切 り

換えをどの程度思い切ってやれるか,が ひとつの鍵 となろう。 この際,ダ ウンサイジングという

ハー ド面での動向が,長 期的には,プ ラス として作用す ると考 えられる。 もうひとつの鍵 は,

オープン ・システム化の動 きである。UNIXに 代表 されるオープン ・システム化が急速に進むと

111)の 制約は小 さくなることが期待 されるからである。また,日 本にもソフ ト開発力に優れたソ

フ トウェア企業が出現 してお り,パ ッケージに先行投資するだけの体力を徐々に蓄えている。こ

のため,iv)の 制約 も次第に小さくなることが予想 される。

このような,環 境条件の変化は,下 請け型(下 流工程受託型)の 地方のソフトウェア企業に大

きなダメージを与えると同時に,ソ フ ト開発力の強い企業の優位性 を明確にする。この変化の速

度が早い場合 は,下 請け型が多 く,ソ フ ト開発力に乏 しい地方の ソフ トウェア企業,事 業所 に

とっては,苦 しい状況が出現することになろう。
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ている例が多 くみられ る。」

14)霧 生広 「ソフ トウェア産業」 にっかん書房(1983)p154

15)今 回行ったソフ トウェア関連企業 に対す るアンケー ト調査 の概要は以下の通 りである。

①対象企業:「 情報処理 ・ソフ トウェア会社録'91」(シ イ産業研究所)に 記 載されてい る6,384社 の うち従業

員数が10人 以上,も しくは年間売上 げが1億 円以上の全企業,3321社 。

②調 査項 目

a.会 社概要(設 立年,資 本金,年 間売上高 と伸 び率,従 業員数,事 業所数,本 社立地 と理由,資 本系列)

b.業 務 内容(主 要 業務 ソフ ト関連比率,受 託元 とその地域,外 注先,外 勤比,ソ フ ト規模,開 発期間)

c.組 織 ・人事(分 化度,従 業員の平均年令,SE・ プログラマーの構成,退 職 採用,キ ャリア ・パス)

d.地 方展 開(… ……大都市に本社 を置 く企業 のみ:事 業所の設立 と狙い,自 治体誘致,従 業員の出身地,

業務内容,本 社 との関連,地 方展 開の評価)

e.大 都市進 出(… ……地方都市に本社 を置 く企業のみ:事 業所 の設立 と狙 い,従 業員の出身地,業 務 内

容,進 出のメ リット・問題点 ・総合評価)

f.ソ フ トウェア企業の地方進出の影響

g.ソ フ トウェア企業の環境変化 と今後の経営戦略

③調査方法 と時期:郵 送法,1991年7月 末 ～9月

④回収状況:有 効回収数=805(24.2%)

送付数 回収数 回収率 回収数全体に占める割合

大 東京都 1,771 439 24.8% 54.6%

横浜市 ・川崎 市 143 42 29.4 5.2

都
名古屋市 146 37 25.3 4.6

市 大阪府 279 58 20.8 7.2

地 北海 道 ・東北 192 51 26.6 6.3

方 関東 ・甲信越 245 70 :. 8.7

都 中部 ・近畿 223 55 24.7 6.8

市 中 国 ・四 国 ・九 州 322 52 16.1 6.5

合 計 3,321 804 24.2% 100.0

16)平 和経 済計画会議 「地域 における ソフ トウェア産業 成立 の可能性 とその問題点 」(1985年)p14を 参考に して作成 した。

また,日 本労働協 会編 「ソフ トウェア産業の経営 と労働」(1986)p37で は,開 業 時の主要業務 と現在 の主要業務 が同 じ

か否 か,お よび,売 上高 に占め るソフ トウ ェア開発の比率 が高いか否か,の2つ に着 目し,4つ の企業 類型(高 ソフ ト

ウェア開発一 貫型,高 ソフ トウェア開発転換型,低 ソフ トウェア開発一貫 型,低 ソフ トウェ ア開発転換 型)に 分 けて い

る。 また,転 換型 として は,プ ログラ ミングや フ ァッシリテ ィ ・マ ネージメン ト・サー ビスからの発展型 とデー タ入 力,

受託計算 な どか らの発展型 の2つ がある,と してい る。

17)日 本 労働協 会編 「ソフ トウェア産業の経営 と労働」(1986年)p89-93で はソフ トウェア企業 の創設者の特徴 と して次 の

よ うな点 をあ げている。

・独立 系は 中小企業か らのス ピンア ウ トが多い

・直前 の職種 は,ソ フ ト開発が37%,営 業が24%と なってい る

・若 くして ソフ トウェア産業経営者 にな った 人はソフ トウェア開発経験者が多い

18)㈱ 社会調 査研究所 「情 報処理 関連サー ビス業 の地方展 開 を促進す るための雇用労働 面にお ける対応のあ り方 に関す る調
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査研究報 告書」(昭 和61年3月)p35で もこれと ほぼ同様の結 果が得 られて いる。首都 圏 ・京阪 神以外 の本社立 地理 由

(MA)と して,「 創業者 の出身地で あ ったか ら」 をあげ た企 業は39%で,「 取引先 や関連企業 に近か ったか ら」の45%に

続 いて第2位 にあ げられている。

19)線 型外 挿法(最 小 二乗法)に よる時間依存分析 を行 った所(1973年 ～1990年 の18時 点デ ータ),以 下の ような結果が得 ら

れた。

売上 高比率(%)=56.78-0.09*T

従業員 比率(%)=52.20-0.20*T

(Tは1973年 をス ター トとす る年 を示す)

東京比 率は わず かなが ら減 少 して いる ものの,10年 で1～2%の 減少 に留 まってお り,ほ とん ど一定 とみなす こ とがで

きる。

20)シ イ産業研 究所 「情報処理,ソ フ トウェア会社録91」 に記載 されている6,484社 の うち,従 業員数10人 以上 もしくは売上

高1億 円以 上で本社 を大都市(東 京都,横 浜市,名 古屋市,大 阪府)に お いて いる企 業は2,302社 あるが,こ の中で地方

展開 を してい るの は下表 の ように639社(27.8%)と なってお り,今 回 の調査結 果 よ り少 な くなってい る。 このズ レの原

因 と しては,重)会 社録のデ ー タ収集時 と今回の調査 時点には約1年 のズ レが あ り,こ の間に地方展 開を した企 業がか

な りあ ったこ と,ii)調 査 に協力 して くれた企業 は大規 模な所が多か ったこと,の2つ があげ られる。

a.10人 以 上 も し く は b.地 方 事業 所 を もっ
本社立地 地方展開率(b÷a)

1億円以上の売上げ てい る所

1.東 京都 1,771 511 28.9%

2.横 浜市 106 33 31.1%

3.名 古屋市 146 22 15.1%

4.大 阪府 279 73 26.2%

合 計 2,302 639 27.8.%

21)今 回,同 時 に実施 した ソフ ト開発要員 に対す るア ンケー ト調査 によると,Uタ ーン志向 は次の ようになって

いる。

現在 の勤 務地が郷里 にある人は約半数で,残 りは郷里以外 にあ る。特 に,出 身地が北海道,東 北,中 国,

四国,九 州の人の場合 は,8割 が郷里以外 で働 いている。 また,東 京都,川 崎市,横 浜市で働 いて いる人の

場合は,約6割 が他地域の出身者である。

現在,郷 里以外 で働いて いる人の うち,郷 里 に戻 りたい と考 えて いる人は約4割(リ クルー トリサ ーチ

「技術者 は何 を考 えているか」(1991年11月)に おいて もソフ トウ
ェア開発職のUタ ー ン希望者 は46%)い る

が,適 当な勤務先がないこ と(66%)や 面 白い仕事ができそ うもないこと(41%),給 料 が安 いこと(37%)

がUタ ー ンのネ ックになっている。特に戻 りたいと思わない理由 も同様で,入 りたいと思 うような会社が な

い こと(45%)が 最 も多い。 しか し,郷 里 の生活が よい とは思わない人 も34%と か な り多い。郷里 に,適 当

な,入 りたい と思うような会社がで き,面 白い仕事がで きそ うとい うこ とになれば,郷 里以外で働 いている

人の3/4はUタ ーンの可 能性がある,と い うことになろう。

戻 りたい理由 としては,周 囲 に自然があ ること(52%),住 宅な どが安 く手 に入ること(49%),親 のめん

どうをみ るため(47%),通 勤時間が短い(35%)が 多 くあげられている。

一方
,す で に郷里で働いてい る人の中で,他 の地域で働いてみたい人 も15%と 少 なか らずいる。 この比率

は,大 都市で働 いて いるか,地 方都市で働いているか によらない。

22)シ イ産業研 究所のFl青 報処理,ソ フ トウェア会社 録91」 に記載 されている6,484社 のうち,従 業員数10人 以上,
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もしくは売上高1億 円以上で本社 を地方都市(東 京都,大 阪府,横 浜市,名 古屋市以外)に 設置 している企

業 は982社 あ るが,こ の 中で 大都市 に も事 業所 を設置(大 都 市進 出)し て い るの は,下 表 の よ うに248社

(25.3%)あ る。

a.10人 以 上 も し くは b.大 都市 進出 を して 大都市進出率
本社立地

1億 円以上の売上げ いる所 (a=b)

1.北 海道 95 29 30.5

2.東 北 97 21 21.6%

3.関 東 ・甲 信 越 245 83 33.9

4.中 部 120 24 20.0%

5.近 畿 103 32 31.1%

6.中 国 ・四国 141 30 21.3%

7.九 州 181 29 16.0.%

合 計 982 248 25.3

今 回の調 査結 果は,33%な のでやや増加 してい る。調査時点 のズ レと今 回の回答企業が やや規模の大 きい所が多

か ったためと考え られ る。
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